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Ⅰ 国際開発研究科の研究目的と特徴 
 

１.研究の目的と基本方針 

本研究科は、名古屋大学の研究目的である「真理を探求し、世界屈指の知的成果の創

成によって、人びとの幸福に貢献する」ことを国際開発学の分野で実現するために、「国

際開発・協力及び国際コミュニケーションにおける学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究め、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能

力を培うことにより、文化の進展に寄与すること」を研究目的とする。この目的を達成

するために、「欧米型開発モデルにとらわれないアジア独自の国際開発学の確立をめざ

し、経済・社会・文化等の諸領域を包括した総合的な研究を展開して、その成果を国際

社会に発信する世界的研究拠点となる」という基本方針を立てている。 

 

２.目標と方針 

本研究科は、基幹的総合大学にふさわしい拠点形成と研究成果の社会還元を目標に掲

げ、全学の中期目標・中期計画にそって、次の方針を立て、目標の達成に努めている。 

（１） 中期目標・中期計画（K10：「世界トップレベル研究拠点プログラム」や「国際科学

イノベーション拠点整備事業」等の推進により中核的研究拠点を形成する）に対応

した方針や取組 

研究拠点形成のために必要な大型資金を獲得するため、研究補助員を置くことなど

で支援する。（本研究科の中期計画 K10） 

（２） 中期目標・中期計画（K11：若手研究者を育成するための環境を整備する）に対応

した方針や取組 

若手研究者を支援するため、「大学の世界展開力強化事業」（平 24 年度）、「ウェルビ

ーイング in アジア実現のための女性リーダー育成プログラム」（平 25 年度）によ

り、特任助教を雇用している。（本研究科の中期計画 K11） 

（３） 中期目標・中期計画（K13：質の高い学術成果を社会に発信する）に対応した方針

や取組 

学会誌等への投稿・出版やウェブサイトにおける研究成果発信を一層充実させると

ともに、『国際開発研究フォーラム』・『ククロス』を通じた成果発信を行う。（本研

究科の中期計画 K13） 

 

３.研究科の特徴 

研究活動においては、異文化尊重と相互理解をさらに進め、欧米の発展モデルにとら

われず、学際的・独創的な研究を行ってきた。ミッションの再定義にもあるように、国

際開発協力分野では、開発途上国の実態に即した開発とは何かを問い、国際コミュニケ

ーション分野では、異文化理解と言語・言語教育の課題を深く追究してきた。内外の開

発協力及びコミュニケーション関連研究機関や実施機関との研究及び教育のネットワ

ークの形成を進め、この分野における国内的・国際的拠点としての役割を果たすことに

努めている。さらに「学内における国際開発協力分野の研究を統合するなど分離融合の

横断的な研究を組織的に推進するとともに、我が国の社会の課題解決・文化の発展を牽

引する。またその研究成果を国際的に広く発信する」（ミッションの再定義）ことに努

めている。 

 

[想定する関係者とその期待] 

(１) 研究機関  
本研究科の研究活動には、国際開発・国際協力・国際コミュニケーション関連の学会

や研究機関が深く関係する。学会や研究機関からは、研究での貢献のみならず、理事、

幹事等として組織の運営や企画などの役割を担うことが期待されている。  
(２) 援助機関  



名古屋大学国際開発研究科 

－10-3－ 
 

研究成果を実践する場としての国際援助機関(世界銀行(WB)、アジア開発銀行(ADB))、

国内援助機関(国際協力機構(JICA))や他の高等教育機関も関係者である。本研究科は、

国際開発・国際協力・国際コミュニケーションの研究活動の核として、こうした組織と

連携し、研究成果を発信すると同時に、社会に還元することが期待されている。 

(３) 一般社会  
本研究科は一般社会が日本の国際協力活動を見るファインダーとしての役割も持っ

ている。国際協力のための知的資産を集積するとともに、公開講座や学生による国際理

解のための出前講義などを通して、本研究科の研究活動を広く知らしめることが期待さ

れている。  
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点Ⅰ－１ 研究活動の状況  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅰ－１－① 研究実施状況（競争的資金による研究実施状況、共同研究の実施状況、 

受託研究の実施状況など） 

【特色ある研究等の推進】 

科研費 A（2009～2013 年度、山田代表「発展途上国教育研究の再構築：地域研究と

開発研究の複合的アプローチ」、2010～2014 年度、大坪代表「グローバリゼーション

が開発途上国の貧困・格差に及ぼす影響の国際比較研究」の成果もしくはその延長線

上にある研究成果として、山田肖子他『比較教育学の地平を拓く―多様な学問観と知

の共働』東信堂、2013 年、大坪滋編 Globalization and Development: Vol.Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ、 Routledge、2013 年がある。いずれも発展途上国の教育、貧困、格差などの諸問

題に多面的にアプローチした国際比較研究である。 

 

【学際的研究の促進】 

国際開発協力分野そのものが学際的な研究を基盤としているので、上記【特色ある

研究等の推進】であげた業績は、まさにこの分野の推進と領域の拡大に貢献している。 

 

【社会課題】 

三井物産環境基金助成研究平成 21～23 年度「持続可能な地域開発のための農業生物

多様性管理の制度構築に関する研究」、環境省の平成 21～23 年度「環境経済の政策研

究」、平成 23～24 年度中日本道路株式会社の「包括的業績評価指標の研究」など、大

型の研究資金を得て、環境や生物多様性の社会課題に貢献している。【資料Ⅰ－７、

ｐ.10－９】参照。 

 

【国際連携】 

JICA とは「ベトナム国：道の駅機能強化プログラム」（平 22～24 年度）、「ナミビア

農民参加型イネ‐ヒエ混作栽培普及技術」（平 24～25 年度）、ならびに JICA 受託研修

事業「アジア地域森林管理政策」（平 22 年度）、さらに平成 26 年度から JDS（人材育

成支援無償事業）、PEACE（アフガニスタン国未来への架け橋・中核人材育成プロジェ

クト）、ABE（アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ）などのプログラ

ムによってリーダー人材の育成をすると同時に相手国と研究連携ができた。【資料Ⅰ－

４、ｐ.10－７】参照。 

 

【地域連携】 

「博士課程教育リーディングプログラム（ウェルビーイング in アジア）」では、平

成 26 年度より JICA 職員を特任准教授として受入れ、本研究科の研究成果を国際協力

の現場に活かす場として JICA との連携強化を図っている。 

 

【拠点形成】 

平成 24 年度、日本学術振興会「大学の世界展開力強化事業」に、平成 25 年度に同

「博士課程教育リーディングプログラム」（ウェルビーイング in アジア実現のための

女性リーダー育成プログラム）の大型プロジェクトに採択されたのをうけ、特任助教

を 3 名雇用し若手人材の育成をしている。 
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観点Ⅰ－１－② 研究成果の発表状況（論文・著書等の研究業績や学会での研究発表の 

状況、研究成果による知的財産権の出願・取得状況など） 

【研究成果の状況】 

第２期期間中に教員が刊行した研究論文は 229 編、著書は 145 冊、学会報告は 383

件である。教員の受賞は、日下准教授が『反市民の政治学－フィリピンの民主主義と

道徳－』法政大学出版部、2013 年 4 月で第 30 回(2014 年)大平正芳賞を得たことが注

目される。【資料Ⅱ－２、ｐ.10－15】参照。 

 
資料Ⅰ－１ 教員の研究業績 ( H22～H27)  

 論文 著書 学会報告 
GSID のディスカッシ

ョンペーパー 

H22 45 18 52 ７ 

H23 42 32 84 ５ 

H24 43 29 74 ２ 

H25 29 21 52 ６ 

H26 39 25 63 １ 

H27 31 22 68 ４ 

計 229 147 393 25 

《出典：国際開発研究科自己評価報告書(2014)、ｐ.103》 

 

国際開発、国際協力、国際コミュニケーションの各分野において、優れた論文や著

書を生み出している。特に次の３点の書籍は研究科の教員 と修了生で他大学教員に

なっているものの協力により生まれた成果であり、研究科の組織的な研究活動の活発

さを反映している。 

木村宏恒・近藤久洋・金丸裕志編『開発政治学入門』(勁草書房、2011 年) 

藤村逸子・滝沢直宏編『言語研究の技法―データの収集と分析』(ひつじ書房、2011 年) 

大坪滋編 Globalization and Development: Vol.Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ（Routledge 2015 年） 

 
【社会的還元】  

地域社会への研究成果還元として毎年公開講座を２つ開催し、６年間の合計回数は

12 回。 
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資料Ⅰ－２ 公開講座 

 

《出典：http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/global/social/op-seminar/index.html》 

 
本研究科では、教員の研究成果を背景とする国内実地研修(DFW)を教育の一環として

実施しているが、毎回現地にて研修成果の報告会を開催し、地域開発・村おこしに関

する政策提言を行い、地域振興政策に貢献している。 
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資料Ⅰ－３ 国内実地研修 

 
《出典：http://www2.gsid.nagoya-u.ac.jp/blog/fieldwork/dfw_ja/》 

 
開発途上国を対象とした開発コンサルティングや研修事業の受託は、研究成果を国

際社会に還元できる機会となっている。【資料Ⅰ－４】。 

 

資料Ⅰ－４ 社会貢献プロジェクト実績(H22-H27)  

担当者 業務時期 実施機関名 対象国 
プロジェクトの名称・内

容 

新海尚子 
22 年８月 
22 年９月 
23 年３月 

アジア開発
銀行(ADB) 

カンボジア カンボジア行政官研修 

西川芳昭 22 年 10 月 JICA 

中国・エチオピア・
インドネシア・マレ
ーシア・フィリピ
ン・タイ・ベトナム 

アジア地域森林管理政策
～地方行政と住民との協
働による持続的森林管理
～ 

西川芳昭 22 年 11 月 JICA ベトナム 
ベトナム国「道の駅地域
振興機能強化計画」研修 

西川芳昭 23 年３月 JICA エチオピア 

「農民研究グループを通
じた適正技術開発普及プ
ロジェクト」運営指導調
査団 

西川芳昭 
22 年５月～ 
23 年２月 

総長裁量経
費 

日本 
「国際協力を通じた参加
型地域づくり人材育成支
援事業」 

藤川清史 23 年３月 JICA シリア 
「応用一般均衡モデル構
築運用能力向上プロジェ
クト」 

西川芳昭 23 年 10 月 JICA ベトナム 

「アジア地域産業振興
(一村一品運動)(B)/ ベ
トナム国 道の駅の地域
振興機能強化」研修 
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西川芳昭 24 年７月 JICA ナミビア 

平成 24 年度国別研修「ナ
ミビア コメ－ヒエ混作
農法に係る農民参加型普
及手法」 

西川芳昭 
24 年 10 月～ 
24 年 11 月 

JICA ベトナム 

「アジア地域 地域振興
（一村一品運動）（Ｂ）／
ベトナム国 道の駅の地
域振興機能強化」研修 

藤川清史・
西川芳昭 

25 年６月～ 
25 年７月 

JICA ナミビア 
「ナミビア農民参加型イ
ネ－ヒエ混作栽培普及技
術」 

梅村哲夫 25 年 11 月 JICA 
タイ、フィリピン、
ツバル、インドネシ
ア、パラオ 

H25 度 JICA 課題別研修
「サンゴ礁をはじめとす
る沿岸生態系の保全とそ
の持続的利用に関する総
合研修」 

梅村哲夫 25 年 12 月 UNWTO 
CLMV 諸国（カンボジ
ア、ラオス、ミャン
マー、ベトナム） 

UNWTO Tourism 
Educational Seminar for 
Cambodia、 Lao PDR、 
Myanmar、 Vietnam 

梅村哲夫 26 年３月 JICA 
メコン地域諸国（ベ
トナム・ラオス・ミ
ャンマー） 

TOURISM PROMOTION IN 
MEKONG AREA 

梅村哲夫 26 年 11 月 JICA 
キリバス、マーシャ
ル諸島、モーリシャ
ス、ツバル 

平成 26 年度課題別研修
「サンゴ礁をはじめとす
る沿岸生態系の保全とそ
の持続的利用に関する総
合研修」 

山田肖子 27 年８月 
国際開発セ
ンター 

セネガル 
平成 27 年度 ODA 評価 
「日本の教育協力政策
2011-2015」の評価 

《出典：経理課資料》 

 
観点Ⅰ－１－③ 研究資金獲得状況（競争的資金受入状況、共同研究受入状況、受託研 

究受入状況、寄附金受入状況、寄附講座受入状況など） 

【研究資金の状況】 

平成 22～27 年度に国際開発研究科教員が代表者として申請し採択された科学研究費

補助金は【資料Ⅰ－５】に示したように、申請率と採択率は共に高く、本研究科の研究

レベルの高さを示している。 

本研究科は、他にも、外部資金導入に努力している．国家的予算措置の獲得状況は【資

料Ⅰ－６】に示すとおり 12 件あり、民間の競争的資金の獲得状況は【資料Ⅰ－７】に

示すとおり 15 件あり、いずれも高い水準にある。 

資料Ⅰ－５ 科研費申請率・採択率( H22～H27)  

年度 申請数 申請率% 

採択総数 

(含継続、内数

は新規) 

基盤 A/B

採択件

数(内数

は A) 

採択率*%

新規採択

率% 
配分額 

(直接経費、

千円) 

H22 40 105.3 27（５） 10(１) 67.50 27.78 53,000 

H23 39 97.5 26（８） ９ 66.67 38.10 52,000 

H24 36 94.7 27（８） 10 75.00 47.06 54,100 

H25 37 97.3 27（８） ７ 72.97 44.44 48,000 

H26 42 110.5 27（４） ６ 64.29 21.05 32,200 

H27 33 86.8 20（９）  ４(１) 60.61 38.10 30,100 

* 申請率は「（申請総数/申請可能教員数）×100」で、採択率は「(採択総数/申請数)×100」で算出。 
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《出典：経理課資料及び国際開発研究科自己評価報告書(2014)、ｐ.115》 

 

資料Ⅰ－６ 国家的予算措置を受けたプロジェクト(H20-H27) 

代表者 プロジェクト名 出資機関 年度 
受入金額 

(千円) 

岡田亜弥 アジア・アフリカ学術基盤形成事業 

独立行政法人 

日本学術振興会 

(JSPS) 

H20 5,500 

H21 5,000 

H22 5,000 

岡田亜弥 若手研究者交流支援事業 

独立行政法人 

日本学術振興会 

(JSPS) 

 H21-H22 10,000 

藤川清史 環境経済の政策研究 環境省(大阪大学) 

H21 3,981 

H22 3,925 

H23 4,380 

島田弦 
若手研究者招聘事業－東アジア

首脳会議参加国からの招聘－ 

独立行政法人 

日本学術振興会 

(JSPS) 

H23 10,000 

西川芳昭 
地球規模課題対応国際科学技術

協力事業（SATREPS） 

独立行政法人 

科学技術振興機構 

(JST) 

H24 1,170 

研究科長 

大 学 の 世 界 展 開 力 強 化 事 業  ～

ASEAN 諸国等との大学間交流形

成支援～ 

文部科学省 

H24 37,442 

H25 47,000 

H26 41,468 

H27 32,824 

研究科長 
人材育成支援無償事業 (JDS カ

ンボジア、特別プログラム) 

独立行政法人 

国際協力機構 

(JICA) 

H22 982 

H23 5,837 

H24 2,986 

H25 2,747 

研究科長 
人材育成支援無償事業 (JDS フ

ィリピン、特別プログラム) 

独立行政法人 

国際協力機構 

(JICA) 

H23 1,098 

H24 3,000 

H25 2,996 

研究科長 

未来への架け橋・中核人材育成

プロジェクト(PEACE アフガニス

タン、特別プログラム) 

独立行政法人 

国際協力機構 

(JICA) 

H23 255 

H24 1,233 

H25 2,937 

H26 4,568 

H27 4,341 

研究科長 

アフリカの若者のための産業人

材育成イニシアティブ (ABE イ

ニシアティブ、特別プログラム)

独立行政法人 

国際協力機構 

(JICA) 

H26 303 

H27 2,960 

研究科長 

人材育成奨学計画 (JDS カンボ

ジアとフィリピン、特別プログ

ラム) 

独立行政法人 

国際協力機構 

(JICA) 

H26 4,750 

H27 2,750 

山田肖子 
地球規模課題対応国際科学技術

協力事業（SATREPS） 

国立研究開発法人 

科学技術振興機構 

(JST) 

H27 600 

《出典：経理課資料及び国際開発研究科自己評価報告書(2014)、ｐ116》 

 

資料Ⅰ－７ 民間外部資金獲得状況(H22-H27)  

代表者 研究課題 出資機関 年度
助成額 

(千円) 

西川芳昭 

持続可能な地域開発のための農業

生物多様性管理の組織制度構築に

関する研究 

三井物産環境基金 
H21-

23 
14,760 

藤川清史 包括的業績評価指標の研究 中日本道路株式会社
H23-

24 
6,000 
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山下淳子 

外国語の聴解力の予測変数として

の語彙サイズと統語知識に対する

研究 

公益財団法人 

村田学術振興財団 
H25 300 

松本多恵 

e-learning教育におけるフロー理

論とソーシャルゲームを活用した

動機づけ戦略―実証実験を通して

検証・分析 

特定非営利活動法人

依存学推進協議会 
H25 100 

島田弦 

アジア歴史研究助成金「インドネ

シア裁判所制度の変遷：裁判官人

事と官僚的司法の歴史分析」に関

する研究 

公益財団法人 

JFE21 世紀財団 
H25 1,500 

松本多恵 
視覚障碍児・生徒のためのeラーニ

ング漢字学習システムの開発 

一般財団法人 

マリア財団 
H25 150 

松本多恵 

視覚障害者のためのゲーミフィケ

ーションを取り入れたeラーニン

グ漢字学習支援システムの開発と

評価 

公益財団法人 

科学技術融合振興財

団 

H25 600 

藤川清史 

(スネート・カ

ンピラパー

ブ) 

学会等開催助成：国際シンポジウ

ム「教育分野から見た2015年ASEAN

統合の可能性」 

公益財団法人 

大幸財団 
H25 150 

山田肖子 

アフリカにおける産業スキルディ

ベロプメント：成長と貧困削減の

結節に向けた制度・政策形成 

公益財団法人 

平和中島財団 
H25 5,000 

大坪滋 

グローバル経済構造変革下の新し

い国際開発パラダイム構築：幸福、

持続性等の新開発指標に拠る開発

政策 

平和中島財団 H26 3,000 

米澤彰純 

21世紀の大学における国際化と教

養教育：アジア太平洋地域として

のアイデンティティ形成 

公益財団法人 

村田学術振興財団 
H26 1,800 

川島富士雄 

中国独占禁止法の運用動向と競争

法運用に対する国際経済法による

規律の可能性に関する研究 

公益財団法人 

村田学術振興財団 
H27 1,800 

岡田勇 
途上国における資源開発に関する

政治参加の比較実証研究 

公益財団法人 

村田学術振興財団 
H27 1,700 

島田弦 

転換期のアジアの「法の支配」再

考：法と社会の相互作用から見る

比較法研究 

公益財団法人 

三菱財団 
H27 3,000 

研究科長 
日本奨学金プログラム 

(ADB-JSP) 
アジア開発銀行 

H22 45,080 

H23 45,862 

H24 41,002 

H25 45,994 

H26 44,843 

H27 41,791 

荻巣崇世 海外学会等派遣 日本比較教育学会 H27 50 

《出典：経理課資料》  

 

観点Ⅰ－１－④ 研究推進方策とその効果  

【基盤的資金等の配分】 

平 26 年度から科研費の間接経費を戦略的に使用するため、全額を研究科長裁量経費

とした。趣旨は大型科研の申請を奨励するためであり、基盤研究 B 以上に申請し不採

択になった場合、申請者の当該年度の研究環境を整え、かつ次年度も上位科研を申請

できるように間接経費の一部を供与するものである。 
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【ポスドク】 

優れた研究能力があり、研究科長が指定する本研究科業務及び研究に従事する者に、

研究スペースを提供し、研究科内の図書館や施設等の利用を可能にするため内規を整

備した。 

 

【会議開催】 

第２期期間で研究科が主催・共催した会議・シンポジウムは合計 124 回になり、年

平均 20 回であり、毎月１回以上は開催されていることになる。 

 

資料Ⅰ－８ 国際／国内研究集会開催状況( H22～H27)  

年度 研究集会*開催件数

H22  30 

H23 19 

H24 23 

H25 25 

H26 13 

H27 14 

国際シンポジウム、公開セミナー、研究会等（H23、24 は最終講義３件、１件を含む） 
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資料Ⅰ－９ 国際開発研究科でのシンポジウム・講演会・発表会など  

 

《出典：http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/global/research/seminar/index.html》 

 
【情報発信】 

研究科の教員・学生の研究成果を発表する学術誌として『国際開発フォーラム』が

あるが、平成 26 年度から発表形態を従来の冊子体からオンライン版のみに改めた。査

読が通れば即時 Web 上に掲載されるため、成果が迅速かつ広範に公開できるようにな

った。 
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資料Ⅰ－10 国際開発研究科の学術誌『国際開発フォーラム』 

 

《出典：http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/bpub/research/public/forum/index.html》 

 

(水準)期待される水準にある。 

 

(判断理由) 

「研究活動の状況」については、研究科の研究目的と基本方針にそった適切な実施状況

にあるといえる。研究論文や著書はともに第１期を上まわり【資料Ⅰ－１、ｐ.10－５】、

研究集会も平均すれば毎月１回以上開催している頻度になる【資料Ⅰ－８、ｐ.10－11】。 

研究の社会への還元も JICA を中心に国際的な人材育成を毎年おこなっていて、研修をと

おした社会貢献で大きな役割をはたしている【資料Ⅰ－４、ｐ.10－７】。 

研究資金の獲得に関しては、科研費の採択率は第１期が平均 62％であったのに対し、２

期は 68％に上がった。また科研費 A の獲得は、第１期は１件であったが、第２期は２件に

増加した【資料Ⅰ－５、ｐ.10－８】。国家的予算措置を受けたプロジェクトは増加してい

て【資料Ⅰ－６、ｐ.10－９】、研究活動は活発に展開されていることが数値的な資料を基

に確認できる。 

したがって、観点Ⅰ－１における分析結果から、国際開発研究科が想定する関係者の期

待される水準にある。 

 

観点Ⅰ－２ 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附
置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況 

該当なし。
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点Ⅱ－１ 研究成果の状況（大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠
点に認定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共
同研究の成果の状況を含む。）  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅱ－１ 学部・研究科等の組織単位で判断した研究成果の質の状況、学部・研究 

科等の研究成果の学術面及び社会、経済、文化面での特徴、学部・研究 

科等の研究成果に対する外部からの評価 

【研究業績説明書】 

国際開発、国際協力、国際コミュニケーションの各分野において、優れた論文や著

書を生み出している。特に【資料Ⅱ－１】の１、２、３の書籍は研究科の教員と修了

生で他大学教員になっているものの協力により生まれた成果であり、研究科の研究活

動を映し出すものである。個人の著書としては、４以下の８点が特筆すべきものとし

てあげられる。３分野とも着実に成果をあげていることがわかる。 

研究科として学術 S には大橋厚子『世界システムと地域社会：西ジャワの得たもの

失ったもの 1700-1830』2010 年、西川由紀子“Human security in Southeast Asia”、

2010 年、山田肖子「「住民参加」を決定づける社会要因：エチオピア国オロミア州に

おける住民の教育関与の伝統と学校運営委員会」『国際開発研究』20－２、2011 年、

日 下 渉 『 反 市 民 の 政 治 学 － フ ィ リ ピ ン の 民 主 主 義 と 道 徳 』 2013 年 、 大 坪 滋 編

“Globalization and Development” Volume Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、2015 年を、また社会、経

済、文化面 SS に大坪滋編“Globalization and Development”Volume Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、2015

年、同 S に大名力『英語の文字・綴り・発音のしくみ』2014 年を選定した。 

 
資料Ⅱ－１ 特筆すべき著書一覧( H22～H27)  

 編著者 著書名 出版社 出版年 

１ 木村宏恒・近藤久洋・金丸

裕志編 

『開発政治学入門』 勁草書房 2011 年 

２ 藤村逸子・滝沢直宏編 『言語研究の技法―データの収集と分析』 ひつじ書房 2011 年 

３ 大坪滋編 Globalization and Development 

 Volume  Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

Routledge 2015 年 

４ 西川由紀子 Human security in Southeast Asia Routledge 2010 年 

５ 大橋厚子 『世界システムと地域社会―西ジャワ

が得たもの失ったもの 1700－1830』 

京 都 大 学 学 術

出版会 

2010 年 

６ 大名力 『言語研究のための正規表現によるコ

ーパス検索』 

ひつじ書房 2012 年 

７ 井土慎二 『タジク語文法便覧』 東 北 大 学 出 版

会 

2012 年 

８ 山田肖子・森下稔 『比較教育学の地平を拓く―多様な学

問観と知の共働』 

東信堂 2013 年 

９ 日下渉 『反市民の政治学－フィリピンの民主

主義と道徳』 

（第 30 回(2014 年)大平正芳賞受賞） 

法 政 大 学 出 版

部 

2013 年 

10 西川由紀子 『小型武器に挑む国際協力』 創成社 2013 年 

11 大名力 『英語の文字・綴り・発音のしくみ』 研究社 2014 年 

《出典：http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/lib/research/recent/index.html》 
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【外部からの賞・評価、分析】 

【資料Ⅰ－４、ｐ.10－７】社会貢献プロジェクト実績( H22～H27)で示したように、

第２期期間に受託した開発コンサルティングや研修事業は 15 件、【資料Ⅰ－６、ｐ.10

－９】国家的予算措置を受けたプロジェクト( H22～H27)で示したように、第２期期間

に実施した事業は 12 件、【資料Ⅰ－７、ｐ.10－９】民間外部資金獲得状況( H22～H27) 

で示したように、第２期期間に獲得した外部資金は 15 件である。これは本研究科の研

究成果と社会的活動が高く評価された結果の反映といえる。こうした学術面での貢献

がとりわけ途上国の社会、経済などの面で寄与している。 

第２期期間中に教員が受賞したものの中で、研究科の多くの教員が共同執筆した『国

際開発学入門』が 2010 年度に国際開発学会から特別賞を受賞したことと日下准教授が

『反市民の政治学－フィリピンの民主主義と道徳－』法政大学出版部、2013 年で第 30

回(2014 年)大平正芳賞を得たことが注目される【資料Ⅱ－１、ｐ.10－14】。 

 

資料Ⅱ－２ 教員の受賞実績( H22～H27)  

年度 氏名 内容 

H22 

大坪滋・木村宏恒・伊東早苗編

『国際開発学入門』(勁草書房)
2010 年度国際開発学会「特別賞」 

大野誠寛 
第８回情報学ワークショップ WiNF2010 奨励賞 

 

H23 

山田肖子 

The Otto-Bennemann-Grant for methodologically 

innovative studies on international textbook 

research 

浦田真由 
2011 PC カンファレンス(CIEC コンピュータ利用教

育学会)学生論文賞* 

浦田真由 日本社会情報学会 研究発表優秀賞* 

山田肖子 国際開発学会賞・「研究奨励賞」 

H24 
藤村逸子、 杉浦正利、山下淳子

他 
第４回 JCHAT 賞「優秀論文賞」 

H25 

浦田真由 第 12 回科学技術フォーラム「FIT 奨励賞」 

劉靖 
米国ピッツバーグ大学国際教育研究所「2013 年度最

優秀博士論文賞」 

劉靖 
アジア太平洋フォーラム・淡路大会「アジア太平洋

研究賞（井植記念賞）佳作」 

H26 
日下渉 第 30 回大平正芳記念賞  

日下渉 第 35 回発展途上国研究奨励賞 

H27 浦田真由 
第１回芸術科学会中部支部研究会 研究発表優秀賞

（共同受賞） 

《出典：http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/global/faculty/award_board.html》 

 

(水準) 期待される水準にある。 

 

(判断理由) 

「研究成果の状況」については、本研究科の研究目標に対応して、学術的な意義のある

優秀な研究成果が上がっている。SS・S については、研究科として第１期には学術面で SS

に１件、S に 10 件、社会、経済、文化面で S に１件を選定したが、第２期は学術面で S に

５件、社会、経済、文化面で SS に１件、S に１件であった。これは全学の専門検討委員会

でも妥当な判断とされた。 

こうした学術面における成果は受託した開発コンサルティングや研修事業と直結してい
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て、学術面での貢献が社会、経済、文化面にも寄与している。 

したがって、観点Ⅱ－１における分析結果から、国際開発研究科が想定する関係者の期

待される水準にある。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

第１期中期目標期間終了時点で、観点Ⅰ－１は期待される水準であった。 

教員の研究業績に関しては論文、著書、学会報告の合計本数は第１期 570、第２期

726 で、第２期が大幅に上回っている【資料Ⅰ－１、ｐ.10－５】。科研費採択率（継

続を含む）の平均は第１期 62％、第２期 67.8％で、第２期が上回っている【資料Ⅰ－

５、ｐ.10－８】。基盤 A は第１期は１件であったが、第２期は２件が採択された。 

民間外部資金獲得は、第１期９件、第２期 15 件で、第２期が大きく上回っている【資

料Ⅰ－７、ｐ.10－９】。国家的予算措置を受けたプロジェクトも第１期４件、第２期

12 件で、第２期が大きく上回っている【資料Ⅰ－６、ｐ.10－９】。研究成果の社会還

元としての開発プロジェクト・コンサルタントの実績は、第１期 37 件、第２期 15 件

で、第２期が下回っているが【資料Ⅰ－４、ｐ.10－７】、件数は減っても個々の事業

の規模はより大きなものとなっている。このように研究活動が直接人材育成や社会貢

献に活かされていて、本研究科が想定する関係者の期待に応えている。 

第１期にも若手研究者育成に力をいれたが、第２期では、「大学の世界展開力強化事

業」（平 24 年度）、「ウェルビーイング in アジア実現のための女性リーダー育成プロ

グラム」（平 25 年度）により、若手教員を４名雇用し、具体的な成果を得ている。 

以上の取組成果により、第２期は第１期と比べて質の向上が見られた。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

第１期中期目標期間終了時点で、観点Ⅱ－１は期待される水準であった。 

第１期の研究科の研究成果として、2009 年に大坪編『グローバリゼーションと開発』

勁草書房と大坪・木村・伊東編『国際開発学入門』勁草書房があった。第２期には本

研究科教員と修了生が参画した木村他編『開発政治学入門』勁草書房、2011 年、国際コ

ミュニケーション専攻の教員による藤村・滝沢編『言語研究の技法―データの収集と

分析』ひつじ書房、2011 年、大坪編 Globalization and Development Volume Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ、Routledge、2015 年が出版され第１期を上回っている。これらは個人の出版物で

はなく、「国際開発協力分野における高い研究実績をいかし、体系化が難しい学際的な

研究である「国際開発学」についての解説書を研究科として編纂するなどの取組を行

っている。」（ミッションの再定義）という組織的な取組の成果である点、共同研究

力の向上として評価できる。 

また「（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況」で上記したように、論文、著書、学会報

告の合計本数が、第１期 570 に比して第２期 726 で、第２期が大幅に上回っていて研

究成果は確実に向上している。 

以上の取組成果により、第２期は第１期と比べて質の向上が見られた。 

 




